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連結株主資本等変動計算書
( 2019年4月 1日から

2020年3月31日まで )
（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

2 0 1 9 年 4 月 1 日 　 残 高 1,000,914 674,460 9,736,100 △413,182 10,998,293

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △376,035 △376,035

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 191,947 191,947

自 己 株 式 の 取 得 △711 △711

自 己 株 式 の 処 分 13,795 29,552 43,348

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － 13,795 △184,088 28,841 △141,451

2 0 2 0 年 3 月 3 1 日 　 残 高 1,000,914 688,256 9,552,012 △384,341 10,856,842

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

新株予約権 非支配株主
持 分 純資産合計その他有価証

券評価差額金
繰延ヘッジ
損　　　益

土地再評価
差　額　金

為 替 換 算
調 整 勘 定

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

2 0 1 9 年 4 月 1 日 　 残 高 1,338,491 △52,045 158,741 △102,668 1,342,519 100,537 27,238 12,468,588

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △376,035

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 191,947

自 己 株 式 の 取 得 △711

自 己 株 式 の 処 分 43,348

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) △920,755 79,847 － △50,463 △891,370 △21,709 3,752 △909,327

連結会計年度中の変動額合計 △920,755 79,847 － △50,463 △891,370 △21,709 3,752 △1,050,779

2 0 2 0 年 3 月 3 1 日 　 残 高 417,736 27,802 158,741 △153,131 451,148 78,828 30,990 11,417,809
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連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

⑴　連結の範囲に関する事項
　　連結子会社の状況

・連結子会社の数 18社
・主要な連結子会社の名称 ㈱ベネクシー

㈱ペピカ
TRIACE LIMITED（香港）
三發電器製造廠有限公司（香港）
三發電器製品(東莞)有限公司（中国）

⑵　連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の決算日は12月31日であり、連結計算書類の作成にあたっては連結子会社の決算日現在の
計算書類を使用しております。連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行
っております。

⑶　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準および評価方法

イ．有価証券
その他有価証券

・時価のあるもの 期末決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直
入法により処理し、売却原価は主として移動平均法により算定）

・時価のないもの 移動平均法による原価法
ロ．デリバティブ 時価法
ハ．たな卸資産

・商品、製品、原材料、
仕掛品

移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下
に基づく簿価切下げの方法）を採用しておりますが、一部の商品に
つきましては総平均法による原価法（貸借対照表価額については収
益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用しております。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産
(リース資産を除く)

当社および国内連結子会社は定率法を、在外連結子会社は所在地国
の会計基準に基づいて、一部の子会社を除いて定額法によっており
ます。
ただし、当社および国内連結子会社は、1998年4月1日以降に取得
した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年4月1日以降に取得
した建物附属設備及び構築物については定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 2～50年
機械装置及び運搬具 3～15年
工具・器具及び備品 2～20年
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ロ．無形固定資産　　　　　　　　　定額法によっております。
(リース資産を除く)　　　　　　なお､自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期

間（5年）に基づく定額法を採用しております。
ハ．リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用して
おります。

③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

る計算額を、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能
性を検討し回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金　　　　　　　　　　従業員の賞与支給に充てるため、支給見込額を計上しております。
ハ．役員賞与引当金　　　　　　　　当社および国内連結子会社は役員賞与の支出に備えるため、支給見

込額を計上しております。
ニ．役員退職慰労引当金　　　　　　国内連結子会社は役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職

慰労金規程に基づく期末要支給額を計上しております。
ホ．商品自主回収関連損失引当金　　商品自主回収に関する損失について、合理的に見積もられる損失額

を商品自主回収関連損失引当金として計上しております。
④　重要な外貨建の資産または負債

の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算
し、換算差額は損益として処理しております。なお、在外子会社等
の資産および負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、
収益および費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純
資産の部における為替換算調整勘定および非支配株主持分に含めて
おります。

⑤　重要なヘッジ会計の方法
イ．ヘッジ会計の方法　　　　　　　原則として繰延ヘッジ処理によっております。
ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象　　　　ヘッジ手段…為替予約取引

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヘッジ対象…外貨建債務および外貨建予定取引
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ハ．ヘッジ方針　　　　　　　　　　デリバティブ取引に関する社内規定に基づき、外貨建の輸入および
輸出契約における為替変動リスクをヘッジするため、実需原則の範
囲内で為替予約取引を行うものとしております。

ニ．ヘッジの有効性評価の方法　　　上記のヘッジ方針に加え、為替予約取引についてはヘッジ対象と同
一通貨建のものを締結しており高い有効性があることから、有効性
の評価を省略しております。

⑥　その他連結計算書類作成のための重要な事項
イ．退職給付に係る会計処理　　　　当社および連結子会社は、退職給付に係る負債および退職給付費用

の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務と
する方法を用いた簡便法を適用しております。

ロ．消費税等の会計処理　　　　　　消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

（会計方針の変更）
（たな卸資産の評価方法の変更）

　当社グループにおける商品の評価方法は、従来、総平均法による原価法（貸借対照表価額については収
益性の低下による簿価切下げの方法）によっておりましたが、一部のたな卸資産について、当連結会計年
度から移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下による簿価切下げの方法）に変
更しております。
　この変更は、当社グループ全体を一つのサーバーで管理するという業務基盤システムの高度化を目的と
した新基幹システムの導入プロジェクトを契機として評価方法の見直しを行ったものであります。
　なお、過去の連結会計年度につきましては、移動平均法による単価計算を行うことが実務上不可能であ
るため、前連結会計年度末の帳簿価額を当連結会計年度の期首残高として、期首から将来にわたり移動平
均法を適用しております。
　当該会計方針の変更による影響額は軽微であります。
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２．連結貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産

土地 412,544千円
建物及び構築物 749,442千円

計 1,161,987千円
　上記に対応する債務

短期借入金
社債

1,480,600千円
919,400千円

計 2,400,000千円

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 2,743,966千円

⑶　土地の再評価
当社は、「土地の再評価に関する法律」（1998年3月31日公布法律第34号）および「土地の再評価に関
する法律を改正する法律」（2001年3月31日公布法律第19号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、
土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

①　再評価の方法 「土地の再評価に関する法律施行令」（1998年3月31日公布政
令第119号）第2条第1号に定める標準地の公示価格に合理的な
調整を行って算定しております。

②　再評価を行った年月日 2002年3月31日
③　再評価を行った土地の当期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

138,877千円

－ 5 －



３．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 2,552千株 － － 2,552千株

⑵　剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等

決 議 株 式 の 種 類 配当金の総額
(千円)

１ 株 当 た り
配 当 額(円) 基 準 日 効力発生日

2 0 1 9 年 5 月 2 8 日
取 締 役 会 普通株式 234,463 100 2019年

3月31日
2019年
6月11日

2 0 1 9 年 1 0 月 3 1 日
取 締 役 会 普通株式 141,571 60 2019年

9月30日
2019年

12月 2日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期になるもの

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効力発生日

2020年6月15日
取 締 役 会 普通株式 利益剰余金 117,966 50 2020年

3月31日
2020年
6月30日
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⑶　当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項
2005年6月29日
取締役会決議分

2006年6月29日
取締役会決議分

2007年6月28日
取締役会決議分

2008年6月27日
取締役会決議分

付 与 対 象 者 の 区 分 当社の取締役 当社の取締役 当社の取締役 当社の取締役

目 的 と な る 株 式 の 種 類 普通株式 普通株式 普通株式 普通株式

目 的 と な る 株 式 の 数 1,000株 800株 800株 3,600株

新 株 予 約 権 の 残 高 5個 4個 4個 18個
2005年6月29日
取締役会決議分

2006年6月29日
取締役会決議分

2007年6月28日
取締役会決議分

2008年6月27日
取締役会決議分

付 与 対 象 者 の 区 分 － － － 当社の執行役員

目 的 と な る 株 式 の 種 類 － － － 普通株式

目 的 と な る 株 式 の 数 － － － －

新 株 予 約 権 の 残 高 － － － －
2005年6月29日
取締役会決議分

2006年6月29日
取締役会決議分

2007年6月28日
取締役会決議分

2008年6月27日
取締役会決議分

付 与 対 象 者 の 区 分 － － － －

目 的 と な る 株 式 の 種 類 － － － －

目 的 と な る 株 式 の 数 － － － －

新 株 予 約 権 の 残 高 － － － －
2009年6月26日
取締役会決議分

2010年6月29日
取締役会決議分

2011年6月29日
取締役会決議分

2012年6月28日
取締役会決議分

付 与 対 象 者 の 区 分 当社の取締役 当社の取締役 当社の取締役 当社の取締役

目 的 と な る 株 式 の 種 類 普通株式 普通株式 普通株式 普通株式

目 的 と な る 株 式 の 数 5,800株 3,600株 3,800株 3,600株

新 株 予 約 権 の 残 高 29個 18個 19個 18個
2009年6月26日
取締役会決議分

2010年6月29日
取締役会決議分

2011年6月29日
取締役会決議分

2012年6月28日
取締役会決議分

付 与 対 象 者 の 区 分 当社の執行役員 当社の執行役員 当社の執行役員 当社の執行役員

目 的 と な る 株 式 の 種 類 普通株式 普通株式 普通株式 普通株式

目 的 と な る 株 式 の 数 － － － －

新 株 予 約 権 の 残 高 － － － －
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2009年6月26日
取締役会決議分

2010年6月29日
取締役会決議分

2011年6月29日
取締役会決議分

2012年6月28日
取締役会決議分

付 与 対 象 者 の 区 分 － 当社の参与 当社の参与 当社の参与

目 的 と な る 株 式 の 種 類 － 普通株式 普通株式 普通株式

目 的 と な る 株 式 の 数 － － － －

新 株 予 約 権 の 残 高 － － － －
2013年6月27日
取締役会決議分

2014年6月27日
取締役会決議分

2015年6月26日
取締役会決議分

2016年6月29日
取締役会決議分

付 与 対 象 者 の 区 分 当社の取締役 当社の取締役 当社の取締役 当社の取締役

目 的 と な る 株 式 の 種 類 普通株式 普通株式 普通株式 普通株式

目 的 と な る 株 式 の 数 2,400株 3,200株 3,600株 3,400株

新 株 予 約 権 の 残 高 12個 16個 18個 17個
2013年6月27日
取締役会決議分

2014年6月27日
取締役会決議分

2015年6月26日
取締役会決議分

2016年6月29日
取締役会決議分

付 与 対 象 者 の 区 分 当社の執行役員 当社の執行役員 当社の執行役員 当社の執行役員

目 的 と な る 株 式 の 種 類 普通株式 普通株式 普通株式 普通株式

目 的 と な る 株 式 の 数 － － － －

新 株 予 約 権 の 残 高 － － － －
2013年6月27日
取締役会決議分

2014年6月27日
取締役会決議分

2015年6月26日
取締役会決議分

2016年6月29日
取締役会決議分

付 与 対 象 者 の 区 分 当社の参与 当社の参与 当社の参与 当社の参与

目 的 と な る 株 式 の 種 類 普通株式 普通株式 普通株式 普通株式

目 的 と な る 株 式 の 数 － － － －

新 株 予 約 権 の 残 高 － － － －

－ 8 －



2017年6月29日
取締役会決議分

付 与 対 象 者 の 区 分 当社の取締役

目 的 と な る 株 式 の 種 類 普通株式

目 的 と な る 株 式 の 数 4,400株

新 株 予 約 権 の 残 高 22個
2017年6月29日
取締役会決議分

付 与 対 象 者 の 区 分 当社の執行役員

目 的 と な る 株 式 の 種 類 普通株式

目 的 と な る 株 式 の 数 －

新 株 予 約 権 の 残 高 －
2017年6月29日
取締役会決議分

付 与 対 象 者 の 区 分 当社の参与

目 的 と な る 株 式 の 種 類 普通株式

目 的 と な る 株 式 の 数 －

新 株 予 約 権 の 残 高 －
（注）権利行使期間の初日が到来していないものを除いております。

2013年10月1日付で普通株式5株につき1株の株式併合を行っております。2005年連結会計年度
の期首に当該株式併合が行われたと仮定して目的となる株式の数を算定しております。

－ 9 －



４．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等の金融機関からの借入により資
金を調達しております。
　受取手形および売掛金は、顧客の信用リスクに晒されていますが、当該リスクに関しては、当社の稟議
規程に従い、与信枠の見直しを実施し、取引先の信用状況を把握しております。また、投資有価証券は主
として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。
　借入金の使途は主に運転資金であり、短期に関してはマルチカレンシーコミットメントラインおよび特
別当座貸越による借入、長期に関しては社債発行もしくは長期固定金利での借入を基本としております。
通貨関連のデリバティブ取引は外貨建の輸入および輸出契約における為替変動リスクをヘッジするため、
実需原則の範囲内で取引を行うものとしております。

⑵　金融商品の時価等に関する事項
　2020年3月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額につ
いては、次のとおりであります。

（単位：千円）
連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

① 現金及び預金 5,075,432 5,075,432 －

② 受取手形及び売掛金 3,849,321 3,849,321 －
③ 有価証券及び投資有価証券

その他有価証券 1,290,644 1,290,644 －
④ 支払手形及び買掛金 (2,176,099) (2,176,099) －

⑤ 短期借入金 (1,908,830) (1,908,830) －

⑥ 未払金 (1,048,817) (1,048,817) －

⑦ 社債 (1,950,000) (1,948,860) △1,139
⑧ 長期借入金（1年内返済予定の長

期借入金を含む） (1,250,000) (1,246,230) △3,769

⑨ デリバティブ取引 50,212 50,212 －
（※）負債で計上されているものについては、（　）で示しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項
①　現金及び預金

短期間で決済されるため､時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
②　受取手形及び売掛金

短期間で決済されるため､時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
③　有価証券及び投資有価証券

株式の時価は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格または取引金融機関から提示された価格に
よっております。
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④　支払手形及び買掛金
短期間で決済されるため､時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

⑤　短期借入金
短期間で決済されるため､時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

⑥　未払金
短期間で決済されるため､時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

⑦　社債
元利金の合計額を残存期間および信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しておりま
す。

⑧　長期借入金（1年内返済予定の長期借入金を含む）
元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定し
ております。

⑨　デリバティブ取引
通貨関連のデリバティブ取引はヘッジ会計を適用しており、外貨建予定取引は繰延ヘッジ処理をしており
ます。ヘッジ会計の方法ごとの連結決算日における契約額または契約において定められた元本相当額等は、
次のとおりであります。
　通貨関連

ヘッジ会計
の方法 取引の種類 主なヘッジ対象

当連結会計年度(2020年3月31日)

契約額等
（千円）

契 約 額 等 の
う ち １ 年 超
（ 千 円 ）

時価
(千円)

原則的処理
方法

為替予約取引

　売建

マレーシアリンギッ
ト受取・円支払 　売掛金 1,113,000 － 20,248

円受取・中国元支払 　未収入金 225,648 － (970)

　買建

　ユーロ受取・円支払 　買掛金 1,495,147 － 10,135

　米ドル受取・円支払 　買掛金 2,508,736 － 20,799

合計 5,342,531 － 50,212
（注２）非上場株式等（連結貸借対照表計上額205,007千円）は、市場価額がなく、かつ将来キャッシュ・フロ

ーを見積ることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「⑵ ③ 有価証券及び
投資有価証券」には含めておりません。
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５．賃貸等不動産に関する注記
当社では、賃貸用のオフィスビル等（土地を含む）を有しておりますが、賃貸等不動産の総額に重要性が
乏しいため注記を省略しております。

６．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 4,792円88銭
⑵　１株当たり当期純利益 81円47銭

７．退職給付に関する注記
⑴　採用している退職給付制度の概要

当社および一部の連結子会社は、確定給付型制度として、退職一時金制度を設けており、いずれの会社も
設立時より退職一時金制度を発足させておりますが、当社については、退職一時金制度に併せて、従業員
退職金要支給額の60％について2011年5月から確定給付企業年金制度を採用しております。なお、当社
および国内連結子会社は退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

⑵　簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表
①　期首における退職給付に係る負債 156,368千円
②　退職給付費用 77,267千円
③　退職給付の支払額 △48,302千円
④　制度への拠出額 6,589千円
⑤　期末における退職給付に係る負債 191,923千円

⑶　退職給付債務及び年金資産と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債の調整表
①　退職給付債務 344,334千円
②　年金資産 △152,411千円
③　未積立退職給付債務（①＋②） 191,923千円
④　退職給付に係る負債 191,923千円

⑷　退職給付に関連する損益
①　勤務費用 77,267千円

合計 77,267千円

８．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書
( 2019年4月 1日から

2020年3月31日まで )
（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本合計
資本準備金 そ　の　他

資本剰余金
資本剰余金
合　　　計 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合　　　計別 途

積 立 金
繰越利益
剰 余 金

2 0 1 9 年 4 月 1 日 　 残 高 1,000,914 645,678 28,782 674,460 217,110 1,900,000 4,284,237 6,401,347 △413,182 7,663,540

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △376,035 △376,035 △376,035

当 期 純 利 益 321,924 321,924 321,924

自己株式の取得 △711 △711

自己株式の処分 13,795 13,795 29,552 43,348

株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中
の 変 動 額(純 額)

事業年度中の変動額合計 － － 13,795 13,795 － － △54,110 △54,110 28,841 △11,473

2020年3月31日　残高 1,000,914 645,678 42,578 688,256 217,110 1,900,000 4,230,127 6,347,237 △384,341 7,652,067

評 価 ・ 換 算 差 額 等
新 株 予 約 権 純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 土 地 再 評 価
差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

2 0 1 9 年 4 月 1 日 　 残 高 1,338,491 △1,115 158,741 1,496,117 100,537 9,260,196

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △376,035

当 期 純 利 益 321,924

自己株式の取得 △711

自己株式の処分 43,348

株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中
の 変 動 額(純 額)

△920,755 6,565 － △914,189 △21,709 △935,898

事業年度中の変動額合計 △920,755 6,565 － △914,189 △21,709 △947,372

2020年3月31日　残高 417,736 5,450 158,741 581,928 78,828 8,312,824
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項

⑴　資産の評価基準および評価方法
①　有価証券
子会社株式および関連会社株式　　　　移動平均法による原価法
その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　　　期末決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直
入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用して
おります。

・時価のないもの　　　　　　　　　移動平均法による原価法
②　デリバティブ　　　　　　　　　　時価法
③　たな卸資産
国内向商品　　　　　　　　　　　　　移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法）
輸出向商品　　　　　　　　　　　　　移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法）
⑵　固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産
(リース資産を除く)

定率法によっております。ただし、1998年4月1日以降に取得した
建物（建物附属設備を除く）並びに2016年4月1日以降に取得した
建物附属設備及び構築物については定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 3～50年
構築物 6～30年
機械及び装置 3～15年
車両及び運搬具 6年
工具・器具及び備品 2～15年

②　無形固定資産
(リース資産を除く)

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5
年）に基づく定額法を採用しております。

③　リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用して
おります。

⑶　外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、事業年度末の直物為替相場により円貨に換
算し、換算差額は損益として処理しております。
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⑷　引当金の計上基準
①　貸倒引当金　　　　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性
を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　　　従業員の賞与支給に充てるため、支給見込額を計上しております。
③　役員賞与引当金　　　　　　　　　役員賞与の支出に備えるため、支給見込額を計上しております。
④　退職給付引当金　　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債

務および年金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生し
ていると認められる額を計上しております。

⑸　ヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法　　　　　　　　原則として繰延ヘッジ処理によっております。
②　ヘッジ手段とヘッジ対象　　　　　ヘッジ手段…為替予約取引

ヘッジ対象…外貨建債務および外貨建予定取引
③　ヘッジ方針　　　　　　　　　　　デリバティブ取引に関する社内規定に基づき、外貨建の輸入および

輸出契約における為替変動リスクをヘッジするため、実需原則の範
囲内で為替予約取引を行うものとしております。

④　ヘッジ有効性評価の方法　　　　　上記のヘッジ方針に加え、為替予約取引についてはヘッジ対象と同
一通貨建のものを締結しており高い有効性があることから、有効性
の評価を省略しております。

⑹　その他計算書類作成のための基本となる事項
消費税等の会計処理　　　　　　　　　消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
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（会計方針の変更）
（たな卸資産の評価方法の変更）
　当社における商品の評価方法は、従来、総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の
低下による簿価切下げの方法）によっておりましたが、一部のたな卸資産について、当事業年度から移
動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更して
おります。
　この変更は、当社グループ全体を一つのサーバーで管理するという業務基盤システムの高度化を目的
とした新基幹システムの導入プロジェクトを契機として評価方法の見直しを行ったものであります。
　なお、過去の事業年度につきましては、移動平均法による単価計算を行うことが実務上不可能である
ため、前事業年度末の帳簿価額を当事業年度の期首残高として、期首から将来にわたり移動平均法を適
用しております。
　当該会計方針の変更による影響額は軽微であります。

２．貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産

土地 412,544千円
建物 738,934千円
構築物 10,508千円

計 1,161,987千円
上記に対応する債務

短期借入金
社債

1,480,600千円
919,400千円

計 2,400,000千円
⑵　有形固定資産の減価償却累計額 993,262千円
⑶　偶発債務

関係会社の金融機関との外国為替取引等に対し債務保証を行っております。
㈱L&Sコーポレーション
TRIACE LIMITED

296,130千円
109,200千円

⑷　関係会社に対する金銭債権および債務
①　短期金銭債権 9,712,563千円
②　短期金銭債務 791,591千円
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⑸　土地の再評価
当社は、「土地の再評価に関する法律」（1998年3月31日公布法律第34号）および「土地の再評価に関
する法律を改正する法律」（2001年3月31日公布法律第19号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、
土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。
①　再評価の方法　　　　　　　　　　「土地の再評価に関する法律施行令」（1998年3月31日公布政

令第119号）第2条第1号に定める標準地の公示価格に合理的な調
整を行って算定しております。

②　再評価を行った年月日　　　　　　2002年3月31日
③　再評価を行った土地の当期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

138,877千円

３．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

①　売上高 2,442,205千円
②　仕入高 9,955,053千円
③　営業取引以外の取引高（収益） 655,319千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 208,313株 201株 14,900株 193,614株

（注）普通株式の増加株式数は、単元未満株の買取り201株であり、減少株式数は、特定譲渡制限付株式
報酬制度の導入6,900株および新株予約権の行使8,000株によるものであります。
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５．税効果会計に関する注記
⑴　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）
貸倒引当金損金算入限度超過額 838,124千円
退職給付引当金 29,065千円
賞与引当金 49,298千円
役員賞与引当金 8,487千円
棚卸資産評価損 505千円
未払事業税 19,096千円
投資有価証券評価損 18,863千円
関係会社株式評価損 139,699千円
株式報酬費用 24,137千円
減損損失 40,094千円
その他 57,019千円

繰延税金資産小計 1,224,392千円
評価性引当額 △1,075,836千円
繰延税金資産合計 148,556千円

（繰延税金負債）
　その他有価証券評価差額金 188,934千円

繰延ヘッジ損益 2,405千円
繰延税金負債合計 191,340千円
繰延税金負債の純額 △42,784千円
繰延税金負債の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。

固定負債－繰延税金負債 △42,784千円

⑵　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因
となった主要な項目別の内訳

（単位：％）
法定実効税率 30.62
１．交際費等永久に損金に算入されない項目 0.74
２．受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △24.06
３．外国関係会社課税対象の益金参入額 26.51
４．住民税均等割 0.27
５．評価性引当額の増減 27.95
６．その他 △6.21
税効果会計適用後の法人税等の負担率 55.82
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６．関連当事者との取引に関する注記
子会社等

種 類 会社等の名称
資 本 金
又 は
出 資 金

事 業 の
内 容

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関 係 内 容
取引の内容 取 引 金 額

( 千 円 ) 科 目 期 末 残 高
( 千 円 )役員の

兼任等
事 業 上
の 関 係

子会社 ㈱ゼリックコー
ポレーション

100,000
千円 家電

所有
　直接
100.0

2名 商品の販売
資金の貸付

商品の販売
(注1)
資金の貸付
(注3）

1,473,381
－

売 掛 金
短期貸付金

350,661
617,362

子会社 ㈱L&Sコーポレ
ーション

90,000
千円 服飾雑貨

所有
　直接
100.0

2名 債務保証
資金の貸付

債務保証
(注2)
資金の貸付
(注3）

296,130
－

－
短期貸付金

－
3,230,993

子会社 ㈱ペピカ 100,000
千円 その他

所有
　直接
100.0

1名 資金の貸付 資金の貸付
(注3） － 短期貸付金 446,560

子会社 ㈱ベネクシー 90,000
千円 服飾雑貨

所有
　直接
100.0

1名 資金の貸付 資金の貸付
(注3） － 短期貸付金 3,549,993

子会社 ㈱エッセンコー
ポレーション

90,000
千円

家具家庭
用品

所有
　直接
100.0

2名 資金の貸付 資金の貸付
(注3） － 短期貸付金 1,173,623

子会社
三發電器製造廠
有限公司
（ 香 港 ）

25,000
千ＨＫ＄ 家電

所有
　間接
100.0

2名 商品の購入 商品の購入
(注1) 1,578,131 買 掛 金 142,823

子会社
TRIACE 
LIMITED
（ 香 港 ）

15,000
千ＨＫ＄

家具家庭
用品、服
飾雑貨

所有
　直接
100.0

3名 商品の購入
債務保証

商品の購入
(注1)
債務保証
(注2)

6,157,202
109,200 買 掛 金 329,164

（注）　取引条件および取引条件の決定方針等
１．商品の販売および購入については、価格その他の取引条件は他の一般取引先と同等の条件で

行っております。
２．債務保証は、金融機関との外国為替取引等に対し、債務保証を行ったものであります。保証

料については、受領しておりません。
３．子会社に対する資金の貸付については、市場金利等を勘案して利率を決定しております。な

お、資金の貸付に関して、担保は受け入れておりません。
４．事業の内容には、報告セグメント別に記載しております。
５．取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。
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７．１株当たり情報に関する注記
　⑴　１株当たり純資産額 3,489円97銭
　⑵　１株当たり当期純利益 136円64銭

８．退職給付に関する注記
⑴　採用している退職給付制度の概要

当社は確定給付型制度として確定給付企業年金制度および退職一時金制度を採用しております。
⑵　退職給付債務に関する事項（2020年3月31日現在）

①　退職給付債務 247,335千円
②　年金資産 △152,411千円
③　未積立退職給付債務（①＋②） 94,923千円
④　退職給付引当金 94,923千円

（注）当社は退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。
⑶　退職給付費用に関する事項（自2019年4月1日至2020年3月31日）

①　勤務費用 30,385千円
合計 30,385千円

９．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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